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令和6年介護保険制度改正

共 通 事 項
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介護保険改正見送り：2回先延ばし→2027年

• 2割負担対象拡大:一定所得の見直しは第10期（２０２７
～２０2９）までに結論出す

•軽度者の総合事業への移行→2027年

•ケアマネジャー自己負担導入→2027年検討

• LIFE：令和6年から訪問系、ケアマネに導入予定だった
が、一人の利用者に複数の事業者がLIFEを導入すること
が困難→2027年に延期

•訪問＋通所の複合型サービス→コロナで実験できなかっ
た→さらに検討を深める事になった。2027年改訂
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2024年トリプル改定

•2024年（令和6年）度は、診療報酬、障害福
祉サービス等報酬のトリプル改定となるタイ
ミング
•診療報酬の改定率は「＋ 0.88%」
•障害福祉サービス等報酬の改定率は
「＋ 1.12%（外枠の処遇改善等の一本化の効
果を合計すると＋ 1.5%）
•令和6年４月より保険料のアップ146万人
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共 通 事 項
• 高齢者虐待防止の推進

• 介護サービス事業者（居宅療養管理指導、福祉用具貸与及び特定福祉用具
販売を除く。）虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発
生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、
担当者を定めること）が講じられていない場合：高齢者虐待防止措置未実
施減算 所定単位数の100分の１単位数を減算：福祉用具貸与のみ：3年間経
過措置あり。

• 感染症や災害の発生時に継続的にサービス提供できる体制を構築するため、
業務継続計画が未策定の際は、基本報酬減算

→施設・居住系サービス 所定単位数の100分の３単位数を減算

→その他のサービス 所定単位数の100分の１単位数を減算

• →令和７年３月31日までの間、減算を適用しない

• 事業所の運営規程の概要等の重要事項等について、「書面掲示」に加え、
インターネット上で 情報の閲覧が完結するよう、サービス事業者は、原則
として重要事項等の情報をウェブサイトに掲載・公表しなければならない
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令和6(2024）年介護報酬改定の特徴

• 全体で１．５９％のアップ改定

• ０．９８％は介護職員の処遇改善

• ０．６１％は介護事業者の介護職員以外の処遇改善で事業所の
経営基盤の強化を図る

• 改定率の外枠として、処遇改善加算の一本化による賃上げ効果
や、光熱水費の基準費用額の増額による介護施設の増収効果と
して「＋ 0.45%」が見込まれ、合計で『＋ 2.04%』相当の改定

• →6月から介護職員の処遇改善加算を一本化し「介護職員等処
遇改善加算」を創設

• 補足給付に関わる見直し→令和６年８月１日施行とする事項 • 
基準費用額の見直し

• 令和７年８月１日施行とする事項→ 多床室の室料負担
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令和6年介護報酬改定は2段階
令和6年から診療報酬は6月改定に変わるので、医療計の介護保険
サービスの改定は6月になる

• それ以外は4月改定

• 介護職員の処遇改善加算については、（2月～6月までに実施）

• 令和6年6月1日施行

• これに介護職であるが福祉用具とケアマネは対象外。

• 東京都が「居住手当」を設けた事業所に勤務期間に応じて月額
1~2万支給する（都内で働く介護職員とケアマネジャーが対
象）

• BCP未作成の場合に減算あり、令和7年度末までに作成しないと
減算

• サービス付き住宅、特定施設に居宅介護支援の併設の見直し
7



2024年改訂：4月改定、6月改定

• 4月改定：

• 訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護、短期入所療養
介護、

• 特定施設入居者生活介護
• 福祉用具貸与、居宅介護支援、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、

介護医療院
• 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護
• 地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護
• 小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護
• 地域密着型特定施設入居者生活介護
• 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
• 看護小規模多機能型居宅介護
• 6月改定：

• 「訪問看護」、「訪問リハビリテーション」、「通所リハビリテーション」、
「居宅療養管理指導」の4つ
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【訪問介護、訪問入浴介護★、通所介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、認知
症対応型通所介護★、通所リハビリテーション★、短期入所生活介護★、短期入所
療養介護★、特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、定期
巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護★、
認知症対応型共同生活介護★、看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設、地
域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

• 介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等
ベースアップ等支援加算は、現行の各加算・各区分の要件及び加算
率を組み合わせた４段階の「介護職員等処遇改善加算」に一本化

• 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) 24.5％（新設）

• 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) 22.4％（新設）

• 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) 18.2％（新設）

• 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) 14.5％（新設）
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医療機関からの退院

• 退所時栄養情報連携加算（新設）70単位：厚生労働大臣が定める
特別食を必要とする入所者又は、 低栄養状態にあると医師が判
断した入所者が転院・施設・在宅退院した場合
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保険者機能評価で給付コントロール

• 都道府県が主体的に市町村の適正化事業の進捗状況の公表など
「見える化」を進めることが重要

• 都道府県が指定権者である居宅サービスのうち、訪問介護・通
所介護・短期入所生活介護について、市町村が、都道府県に事
前協議を申し入れ、その協議結果に基づき、都道府県が指定拒
否等を行う枠組みが、現在は指定の拒否が行われることはほぼ
ない。

• サービス見込み量を超えた場合に、市町村が都道府県への事前
協議の申し入れや指定拒否ができるようにし、保険者である市
町村が実際のニーズに合わせて端的に地域のサービス供給量を
コントロールできるようにすべきだと議論されています。

11



情報通信機器を利用した死亡診断書

• (a)医師による直接対面での診療の経過から早晩死亡することが予
測されていること

• (b)終末期の際の対応について事前の取決めがあるなど、医師と看
護師と十分な連携が取れており、患者や家族の同意があること

• (c)医師間や医療機関・介護施設間の連携に努めたとしても、医師
による速やかな対面での死後診察が困難な状況にあること

• (d)法医学等に関する一定の教育を受けた看護師が、死の三兆候の
確認を含め医師とあらかじめ決めた事項など、医師の判断に必要
な情報を速やかに報告できること

• (e)看護師からの報告を受けた医師が、テレビ電話装置等のICTを
活用した通信手段を組み合わせて患者の状況を把握することなど
により、死亡の事実の確認や異状がないと判断できること
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